
 

 

ＪＲ連合 

ＮＥＷＳ 

ＪＲに集う 
すべての仲間の 
ＪＲ連合への 
総結集を！！ 

2021年度 
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２０２２年５月３１日 日本鉄道労働組合連合会 
 

「雇用調整助成金」特例措置等 

９月末まで３か月の延長を公表！ 
 

５月 31 日、厚生労働省は「令和４年７月以降の雇用調整助成金の特例措置等につい

て」を公表し、本年６月末までとなっている新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整

助成金等の特例措置の期限を９月末まで延長することを明らかにした。 
 

 この間、ＪＲ連合はサービス連合及び航空連合とともに

「３産別共同行動」を展開し、３月に連合（芳野友子会長・

清水秀行事務局長）との意見交換を実施したほか、４月には

公明党、国民民主党及び立憲民主党、５月には山際大志郎内

閣府特命担当大臣に対する要請行動を実施し、雇用維持に

向けて特例措置の延長を訴えてきた。また、連合に対しては日頃より情報交換を行い、

「ＪＲ産業はコロナ禍による長期かつ深刻なダメージから脱却できておらず支援の継

続が必要であること」「感染状況に応じた移動需要の変動には一時帰休で対応せざるを

得ないこと」等を説明し、「ＪＲ各社では雇用維持のために依然として雇用調整助成金の

活用が不可欠である」と主張してきた。そして、連合が参画する厚生労働省の審議会等

において、雇用調整助成金等の支援継続を求めるよう強く要請してきた。今回の期限延

長は、これらの取り組みが結実したものと考える。 

一方で、雇用調整助成金の財源である雇用保険

の不足が続いていることに加え、欧米各国では経

済活動の再開に伴い同様の支援策が廃止・縮小さ

れているほか、厚生労働省が４月にポストコロナ

を見据えた雇用政策を検討するためのプロジェ

クトチームを設置するなど、雇用調整助成金等を

めぐる今秋以降の動向は極めて不透明である。 
 

ＪＲ連合は引き続き政治・行政の動向を注視し

つつ、３産別共同行動の展開を含め積極的に主張

を展開し、ＪＲをはじめ交通運輸・観光サービス

産業の回復と持続的成長に向け取り組んでいく。 

2021年度連結決算における 

雇用調整助成金の額 

 助成金の額 

Ｊ Ｒ 東 海 ２８億円  

ＪＲ西日本 １０５億円  

Ｊ Ｒ 九 州 １９億円  

（各社決算資料よりＪＲ連合調べ） 

厚生労働省ホームページより抜粋 


